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1.最近 の 動 き/CurrenrTopics
ξ
～～ン
◎研究 会等/Research.Meeting
O第4回 国 際 コ ンフ ァ レンス・プ ロ グラム企 画委 員 会 が5月12日に開催 され 、明 年2
月頃、本国 際 コ ンフ ァ レンスを開催 す る方 向で審 議が進 め られ た。
OSTSC研究 会(ScienceTechnologySocietyCommunication)の第4回会合 が5月24
日、当研 究所 にお いて開催 され、科学 技術 と社 会 の調和 の問 題 を どのよ うな切 口で
取 り上 げ、検 討 を進めて い くか にっ き活 発 な議 論 が行 われ た。
○「新 材料 の開発 利用 とその 影響 に関 す る第2回研 究 会」が5月25臼開催 され、調 査
研究事 項 を「新材 料開発 と資 源 との関 わ りを中心 に考 察 し、問題 点 を抽 出 し、分 析
す る。また、その過 程で 派生す る社 会 との関 わ りにっ いて も併せ て考察 を加 え る こ
と」と し、今後具体 的調 査研究 を進 め るこ ととな った。
◎ エネ ルギー ・デー タベ ースの整 備/FacHitationofEneryDateBase
「資源利 用構造 の中 長期 的展望 と地 球環 境等 に関す る調 査研 究」の一環 と して 、
ア ジア のエ ネルギ ー消費構 造 の実態 を把握 す るた め、主 と して国連(Uめデ ー タに
つ いて 、E脇Cエネ ルギー デー タバ ンクの端 末 を本研 究所 内 に設置(籔 日本エ ネ ルギ
ー経 済研 究所 ・エネ ルギ ー計量分 析 セ ンター と利用契 約締 結)し、本 年3月 に利 用 を
開 始 した。
また、これ と合わせ0£CD/IEAのデー タにっ いて も入力 を行 い 、本 研究 所 にお け る
エネ ルギ ーのデ ー タベ ー ス化を進 めて い る。
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◎ 主 要 来 訪 者 一 覧/F◎reignVisitorstol'ISTEP
5/15(月)Dr.ChongOukLee
5/17(フk)Dr.E。K.Scheuch'
5/19(金)Dr.V.S.Heiskanen
5/31(フk)Mr.R.Smitsf也
韓国CSTP所長
西独ケル ン大学教授
フィンラ ンド テンプル大学教授
オラ ンダ技術政策研究セ ンター
◎ 講演 会等/Lecturesatl'ISTEP
5/10(水)「バ イオセ ンサ とバ イオ テ クノ ロ ジー」
軽 部征 夫(東大 先端科 学技 術研 究 セ ンター教授)
5/17(水)「独 にお け るPublicAcceptanceと科 学技 術 」
Prof.E.K.Scheuch(独K61n大教授)
5/30(火)「国 際社会 にお け る技 術格 差 の問題 点」
加 藤秀俊(放送 教育 開発 セ ンター理 事)
～
2.研究 ノ ー ト/ResearchNot
「地域の研究開発活動」
1.調査 の目的
大都市圏への諸活動の一極集中を是正 し、多極分散型国土の形成を図 ってい く
ことは、21世紀に向けての重要な政策課題である。
国内における研究開発活動にっいて も地域振興 という観点か ら基礎i的検討を加
える必要がある。 その第一段階 として、民間及び大学について地域 ごとのマク
ロな研究開発活動状況を把握す ることを目的と して本調査を実施 した。
2.調査結果の概要
(D大学の研究開発パ ワー
文部省が実施 している学校基本調査(昭和62年度)及び学校教員統計調査(昭和
61年度)の個票を地域別に再集計す ることによって、地域 ごとの大学等高等教育機
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関の現状 についての基礎データを得た。
分析では、大学学部及び教員、工学部を中心 とする理工系学部の大学教員及び学
生などにっいて、その地域分布を検討 した。
また、国公私立別や工学部の規模別に見た地域的特徴、各地域における製造業活
動 と大学の現状の比較等 にっ いて も検討 している。
主な検討結果を以下に示す。
①図 ユに示すように、大学教員 は東京圏、近畿地方 にそれぞれ全国計の約3割 、2
割が集中 してお り、両地域で合わせて我が国の約半分を占める。
学部別に見ると、両地域では特に人文社会科学系の教員の比率が高 いという特
徴がある。
②工学部の分布について、「量」の面か ら見ると、東京圏に全国の約3割 、近畿に約
2割の学部、教員、学生が分布す るなど、大都市圏への集中は否定で きない。
しか し、各地域 ごとに例えば人 ロー人あたりの教員数、学生数等を求 めると、地
域差は小 さく、工学部(特に国立大学の)は全国的にある程度平均 して分布 してい
る。 ただ し、視点を各地域に移せば、図2に 示すように、その地域内の主要部道
府県に研究パ ワーが集中 している傾向が見 られ、地域内の都道府県 によって相当
の格差が見 られ る。
③研究開発パワーの「質」についての評価はきわめて難 しく、安易に論ずるべき問
題ではないが、ここでのマクロ的検討によれば、
a研 究開発を担 う教員数、大学院生数の多 さ、教員一人あたりの学部学生数の少
なさなどを考えると、国立大学のパワーが私立大学のそれを上回って いると
思 われる。
b東 京圏、近畿地方以外で も、北海道、東北、九州地方な どの地域には、教員、大学
院生とも平均以上に分布 している。 また、これ らの地域ではその地方の拠 点
となるべ き大学に教員、学生が集中 していることを考え合わせ ると、これ らの
地域には相当の研究開発パワーがあると推測 される。
(2)民間企業の地域別研究開発活動
我が国の民間企業の研究開発活動にっいては、総務庁統計局の科学技術研究調
査報告にまとめられて いる ものの、これは企業単位の調査であるため地域別に研
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究開発活動を把握で きない。 そ こで、各企業の個 々の研究開発部門を対象 とし
た調査を実施 した。 調査対象機関 リス トは、科学技衛庁監修、ラテ ィス社発行の
「全国試験研究機関名鑑」等より作成 した。
(なお、この調査は、(財)未来工学研究所に委託 して実施 した。)
3179の機関 に調査票を発送 し、回収数は927機関、回収率は29.2%であ ったが、地
域別、産業別の回収率に大 きな差はなか った。
以上のことを考慮 し、集計結果については絶対数でな く各地域別の構成比で表
し、各地域の特徴比較を行った。
集計結果の概要を以下に示す。
①研究者、研究費の地域分布
民 間企業の研究開発活動は、図3に 示すように東京圏(東京都、神奈川県)に集中
している。 研究者数で見 ると、東京圏に41%、近畿20%、関東15%、東海14%、中
国4%、九州3%の順で、北海道、東北、北陸、四国は1%かそれ以下である。
図4は 各地域の人口と研究者数の構成比の比率を示 している。
東京圏は全国平均の2.6倍、近畿1.2倍、東海1.1倍であ り、北海道、東北、四国、九
州は全国平均の1/4以下であった。 研究開発活動の大都市圏集中、特に中央集中
傾向が明瞭である。 なお、上位4地 域(東京圏、近畿、東海、関東)の人口は全国の
61%であるのに対 し、研究者数では9◎%を占める。
各地域の工業生産高 と研究費を比較す ると、東京圏は工業生産高では4位 だが、
研究費では1位 となっている。 生産拠点は東海、関東等大都市圏周辺 に分散 し
ているが、研究開発活動は東京圏及び近畿の大都市圏に集中 していることが推測
で きる。
②研究分野別の研究開発活動の地域分布
研究分野別の特徴 としては、東京圏 には特 に機械工学、電気・電子工学が集中 し
ている。 近畿は化学・繊維、素材系(窯業、鉄鋼、新素材)、電気 ・電子工学の比率が
比較的高 く、生物・医薬系の比率が低い◎
東海は化学・繊維の比率が高 いことが特徴であ る。
関東は生物 ・医薬系、及び素材系の比率が高い。
③その他の地域別の研究開発活動の特徴
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研究の性格別(基礎、応用、開発)及び研究者の年齢階層別 に見た研究開発活動 は、
地域 ごとに大 きな差はない。
(3)地域 ごとの特許出願件数
特許件数は研究開発活動の成果をあらわす有力な指標である。
そ こで、都道府県別の特許出願件数(昭和6ユ年)にっいて特許公開公報を用いて
調査 した。 調査対象と して、先端技術分野をカバー している以下の4っ の特許分
類項 目を選び、筆頭発明人住所 により都道府県別に集計 した。
国際特許分類
B23
CO4
C12
GO6
内 容
工 作機械;他 に分類 され ない金属 加工
セ メ ン ト;コンク リー ト;人造 石;セ ラ ミックス;耐火物
生 化学;ビ ール;酒精;ぶ ど う酒;酢;微生物学;酵 素学;突然
変 異 また は遺 伝子 工学
計 算;計数
?『
図5に 集 計結果 を示す 。
B23(工 作 機械 等)は東 京圏が35%、東 海24%、近 畿18%、関東12%、中国5%、九
州3%、北陸2%、北 海道、東北 、四国 は1%以 下で あ った。
CO4(セ ラ ミックス等)は東京圏27%、近畿24%と両地 域 が接 近 して い る。
っ いで、東 海19%、関東13%、中国 、九州 が7%、東北2%、そ の他 の地 方 は1%か そ
れ 以下 で あ った。 比較 的地 方分散 傾 向が 見 られ る。
C12(生 化学 、遺 伝子 工学 等)は東京 圏が35%、近 畿27%、関 東18%、東海8%、中
国5%、九州4%、北 陸2%、そ の他 の地 方 は1%以 下で あ った。
GO6(計 算 ・計数)は東京 圏 に76%が集、申 して い る。
つ いで 、近 畿i3%、関東6%、東海4%、その他 の地 方 は1%以 下で あ った。
3.おわ りに
以上に示 したよ うに、我が国の研究開発活動 は大都市圏、特 に東京圏への集中化
傾向が見 られる。 今後の課題 としては、その集中の理由及び研究開発機関の立
地の条件を明 らかに し、また、地域振興 における研究開発活動の役割を明 らかにす
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ることが重要である。 また、民間企業の研究開発活動について、よりミクロな レ
ベルでの定量的データを得ることも今後の課題である。
そのためには、例 えば国内の全事業所に対す る全数調査等を考慮す る必要があ
ろう。
なお、今回の調査については別途報告書にまとめ られる予定となってお り、集計・
分析の詳細 についてはそち らを参照 されたい。
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図1大 学教員の地域分布
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図2都 道府県別の工学部教員分布
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図3民 間研究機関の研究者 ・研究費の地域分布
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図4民 間研究機関の入口あたりの研究者数
(全国平均を1とした時の各地域の比率)
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3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLectureatMSTEP
「未来の都市をめざ して」
田村 明 法政大学教授(3月8日、於当研究所)
1.都市と都市化の概念
20世紀を都市化の時代と位置づければ、2ユ世紀が都市の時代 と言え る。
都市の発生の過程をみて も、都市化というものは連続的に進展 して きた もので
はな く急激な変化がみ られる。
すなわ ち文明史的には、都市のできた時代、現代、それか ら都市の時代 と大 きく
区分 され よう。
この ことは、都市人口比率と都市化率との座標でみると明確であり・20世紀以前
に もた しかに都市は存在 したが、それは農村社会の一部 としての都市であって本
格的な都市化は20世紀か らである。
したがって未来の都市というものは、従来の概念を引 きずってはいて も質的、量
的に全 く異なったものであり現在はその過程 として とらえ られる。
都市化は過去100年間に急速に進み、特に 日本では変化が急激であ ったため都市
問題が特別の意味合いを もって くるのであ る。
都市化 というものは連続的な緩慢 な変化ではな く・価値観の変化を もた らし・そ
こに住む人間の変化を も求めるよ うな急激な変化であるという認識が重要で ある。
昨年チベ ットを訪れたが、自然と人間 との関わ りあいの中で・人間が 自然 に何 ら
かの手を加えたことが都市の始 まりであるとの認識か らすれば・チベ ットには自
然 と人間 との原点がある。
都市には見える部分 とその内容と しての見えない部分があり、後者はすなわち
社会(人間の仕組み)といって もよいのであるが、これを もって 自然 に働 きかけて
作ったのが都市である。
技術 との関わりでは、社会が自然に働 きかける仕組みが技術であるとみている。
技術 も個人 レベルでは力を もちえず、社会が 自然に対 して技術を もって取 り組
み、その集積が都市 とい う形を とるのである。
???
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都市化にっいて も、自然、技術体系および社会(システム、価値観等)の三つの要
素を個別に、客観的視点でのみ とらえるのでな く社会を構成す る人間 という側面
か ら総体的にとらえ ることが重要である。
環境 という視点か らは、これ らの三要素がすべて環境であ り、その評価 も人間の
環境 としての評価が必要である。
2.都市 の特 性
都市 にはい くつかの特 性 があ り、中 には都市 の属 性 と して続 いて きて い る もの
ぐ もあって・これ醸 わ らぬ もの も多い と思われるが・櫛 の普遍化 にともなって顕
在化す る特性 が い くつ か有 る。
先ず 、都市 の非 自立性 で あ り、これ は理 解 され や す い。
次 に、開放 性が あ り、物 理 的、社会 的障壁 が な いの も都 市 の特 性 で あ る。
異質 な ものの共 存 とい う こと もあ る。
同質 の ものが あ るの は村で あ って、都市 は異 質 な ものの共存 によ って情 報 の交
換 もあれば取 引 もあ り、新 しい もの の創造 もあ る。
異質 な ものの共 存 には悪 い点 もあ り、各 種の衝 突 が あるので あ るが 、これ を いか
に最低 限 にす るか は課題 と して残 る。
4番目に、共 同空 間が 見え な くな る こ とがあ る。
都 市 とい うものは見え な い空 間、サー ビス によ って支 え られ て い る もので あ る。
これ らの特 性 は、それ ぞれ矛 盾を 内包 して はい る ものの、良 く も悪 くもこれ らが
都 市の特 性で あ り、これか らの都 市で は解 決 され るべ き課 題で あ る。
3.都市 の課題
ノ
都 市 の体系 にっ いて 、これ までハ ー ドの都市 を ど う作 って きたか につ いて触 れ
れ ば、これ までの都 市作 りはす べて個 別判 断で あ り トータル な発想 が無か った と
い って も過 言では ない。 これ が第一 の課 題で あ る。
もう一 つ は効率 の問題 で ある。 これ までの 効率 は 、いわば 単一 目的達 成 の た
めの効率 で あ って 、あ る 目的達 成の ため に減殺 きれ る効率(価 値)は考慮 され なか
った。 このた め トー タル な価 値判断 が これか らは必要 で あろ う し、この よ うな
一11一
価 値基 準が 出て くるよ うな シス テムが な けれ ば、近 視 眼的 な技術 一辺 倒で は対 応
で きない。 つ ま り、これか らの都 市 作 り、町作 りは文 化 を創 るこ とで もあ り・そ
の中で 技術 も活か され るべ きで あ る と考 え る。
未来 都市 を考 え る場 合 、これ か らの選 択 と して技術 システ ムを どう考 え てい く
べ きか につ いて は、技 術を あ らゆ る意味で の人 間工学 、自然工学 と して 捉 え、そ の
中 で都市 を フ ィ ジカル に作 って い くことが必要 と思 う。
その他 の個 別の 都市 の課題 と して は、車 の 問題 、廃 棄物 、エ ネ ルギ ー問題 等が挙
げ られ よ う。 これ らも全 て物 と技術 とい う観点 で取 り組 むべ き問 題で は な く人
間 の価 値観 との関 連で 考 え られ るべ き ことは言 うまで もない。
この場 合、社 会 システ ム と して の土地 の利 用 問題、共 同社 会 の形成 の あ り方 、市
民(非価 値的 な共 同 体の中 に暮 ら しなが ら、共 同体 を意 識 して 自 らを その一員 と認
識 す る人間)意識 の形成等 が論 議 され る必要 が あ ろ う。
(第4調 査 研究 グルー プ)
4.その 他/OtherTopics
◎ 今 後 の 予 定(講 演)/UpcomingEvenrs
6/16(金)午前1◎時30分～12時f1990年代の ア メ リカにお け るバ イオ エ シ ックス
論争 にっ いて」
米 本 昌平氏(三菱化 成生 命科学 研究 所社 会科 学研 究室 長)
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